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Ⅰ 社会保障を取り巻く現状と課題 
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〈参考１〉社会保障給付費の推移 

社会保障を取り巻く現状 

・「医療」、「年金」といった社会保障給付費は右肩上がりで増加している。（参考１～２） 

・これに伴い、公費負担も増加している。（参考３） 

・また、少子化に伴い、高齢者を支える担い手が減少することが予想されている。（参考４） 
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〈参考２〉医療費の動向 

（兆円） 

1985 
(S60) 

1990 
(H2) 

1995 
(H7) 

2000 
(H12) 

2001 
(H13) 

2002 
(H14) 

2003 
(H15) 

2004 
(H16) 

2005 
(H17) 

2006 
(H18) 

2007 
(H19) 

2008 
(H20) 

2009 
(H21) 

2010 
(H22) 

2011 
(H23) 

2012 
(H24) 

2013 
(H25) 

2014 
(H26) 

2015 
(H27) 

国民医療費 6.1 4.5 4.5 ▲1.8 3.2 ▲0.5 1.9 1.8 3.2 ▲0.0 3.0 2.0 3.4 3.9 3.1 1.6 2.2 1.9 3.8 

後期高齢者（老人）医療費 12.7 6.6 9.3 ▲5.1 4.1 0.6 ▲0.7 ▲0.7 0.6 ▲3.3 0.1 1.2 5.2 5.9 4.5 3.0 3.6 2.1 4.6 

国民所得 7.2 8.1 1.1 1.7 ▲2.2 ▲0.8 1.2 0.5 1.1 1.1 0.8 ▲6.9 ▲3.0 2.4 ▲0.9 0.5 2.3 1.5 - 

GDP 7.2 8.6 1.8 0.8 ▲1.8 ▲0.7 0.8 0.2 0.5 0.7 0.8 ▲4.6 ▲3.2 1.4 ▲1.3 0.1 1.7 1.5 - 

〈対前年度伸び率〉 

国民医療費の対国民所得比 

国民医療費の対ＧＤＰ比 

老人医療の対象年齢の引上げ 
70歳以上→75歳以上 

（~H14.9）  （H19.10～） 

国 民 医 療 費 （兆円） 

後期高齢者（老人）医療費（兆円） 
※（ ）内は後期高齢者（老人）医療費の国民医療費に占める割合 
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〈参考３〉医療費の将来推計 
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2012年度 2015年度 2025年度 

現状投影 
シナリオ 

現状投影 
シナリオ 

改革 
シナリオ 

改革 
シナリオ 

医療費の伸び 
（右軸） 

ＧＤＰの伸び 
（右軸） 

（兆円） 

自己負担 

公費 

保険料 

※１ 社会保障に係る費用の将来推計の改定について（平成24年3月）のバックデータから作成。 

※２ 「現状投影シナリオ」は、サービス提供体制について現状のサービス利用状況や単価をそのまま将来に投影（将来の人口構成に適用）した場合、 
   「改革シナリオ」は、サービス提供体制について機能強化や効率化等の改革を行った場合。（高齢者負担率の見直し後） 
※３ 「現状投影シナリオ」「改革シナリオ」いずれも、ケース①（医療の伸び率（人口増減や高齢化を除く）について伸びの要素を積み上げて仮定した場合） 
※４ 医療費の伸び、ＧＤＰの伸びは、対2012年度比。 
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（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口） 

1990年(実績) 2025年 2060年 2010年(実績) 

65歳～人口 

20～64歳人口 

１人 
５．１人 

１人 
１．８人 

１人 
１．２人 

１人 
２．６人 

団塊ジュニア世代 
（1971～74年 

生まれ） 

75歳～  
 597( 5%) 

65～74歳  
 892( 7%) 

20～64歳  
 7,590(61%) 

～19歳  
 3,249(26%) 

総人口 
 1億2,361万人 

75歳～  
 1,407(11%) 

65～74歳  
 1,517(12%) 

20～64歳  
 7,497(59%) 

～19歳  
 2,287(18%) 

総人口 
 1億2,806万人 

75歳～  
 2,179(18%) 

65～74歳  
 1,479(12%) 

20～64歳  
 6,559(54%) 

～19歳  
 1,849(15%) 

総人口 
 1億2,066万人 

75歳～  
 2,336(27%) 

65～74歳  
 1,128(13%) 

20～64歳  
 4,105(47%) 

～19歳  
 1,104(13%) 

総人口 
   8,674万人 

歳 歳 歳 歳 

万人 万人 万人 万人 

団塊世代 
（1947～49年 

生まれ） 
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〈参考４〉人口ピラミッドの変化（1990～2060年） 



 

 

 

○高齢化による社会保障費の自然増 

○少子化による支え手（現役世代）の減少 

右肩上がりの経済成長⇔正規・終身雇用 

少子高齢化、経済の低迷⇔厳しい財政状況 

（人口構成と経済成長の鈍化） 

○政府の社会保障支出は高齢世代を中心 
  （現役世代の生活保障は企業や家庭が担う） 
○社会保障支出の規模は小 

社会保障を取り巻く課題 
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Ⅱ 国民健康保険が抱える課題 
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１．年齢構成 

２．財政基盤 

３．財政の安定性・市町村格差 

国民健康保険が抱える課題 

①年齢構成が高く、医療費水準が高い ⇒ 参考１～３参照 

②所得水準が低い ⇒ 参考４～５参照 
③保険料負担が重い ⇒ 参考６参照 
④保険料（税）の収納率低下 
⑤一般会計繰入・繰上充用 ⇒ 参考７～８参照 

・国民健康保険は「１．年齢構成」、「２．財政基盤」、「３．財政の安定性・市町村格差」という３つの大きな課題を

抱えている。 

⑥財政運営が不安定になるリスクの高い小規模保険者の存在 
・1,716保険者中、被保険者数3,000人未満の小規模保険者467（全体の1/4強） 
・島根県では19保険者中、9保険者が被保険者数3,000人未満 

⑦市町村間の格差（H27年度） 
・一人あたり医療費の格差 1.4倍（最大：川本町 550,670円  最少：隠岐の島町386,294円） 
・一人あたり保険料の格差 1.5倍（最大：松江市 97,770円  最少：知夫村 64,732円） 
 （医療分＋後期分） 9 



 

後期高齢者医療制度 

 

約１５兆円 

 

〈参考１〉医療保険制度の体系 

65歳 

75歳 

・75歳以上 
・約1,690万人 
・保険者数：47（広域連合） 

健康保険組合 協会けんぽ（旧政管健保）  国民健康保険 
（市町村国保＋国保組合） 

共済組合 

 ※１ 加入者数・保険者数、金額は、平成29年度予算ベースの数値。 
 ※２ 上記のほか、経過措置として退職者医療（対象者約90万人）がある。 
 ※３ 前期高齢者数（約1690万人）の内訳は、国保約1300万人、協会けんぽ約280万人、健保組合約90万人、共済組合約10万人。          

  約１０兆円 約６兆円 健保組合・共済等 約５兆円 

・大企業のサラリーマン 

・約2,850万人 
・保険者数：約1,400 

・中小企業のサラリーマン 
・約3,830万人 
・保険者数：１ 

・公務員 

・約860万人 
・保険者数：85 

・自営業者、年金生活者、  
   非正規雇用者等 

・約3,480万人 
・保険者数：約1,900 

前
期
高
齢
者 ※

３ 
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〈参考２〉市町村国保の被保険者（75歳未満）の年齢構成の推移 

・被保険者数全体に占める、65歳から74歳までの割合が次第に増加し、平成27年度には38.9%になっている。 

（資料）厚生労働省保険局「国民健康保険実態調査」 11 
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（歳） 

〈参考３〉年齢階級別１人当たり医療費（平成２５年度分）（医療保険制度分） 

・１人当たり医療費を年齢階級別にみると、年齢とともに高くなり、70歳代までは外来（入院外＋調剤）の割合が高いが、80歳代 
になると入院（入院＋食事・生活療養）の割合が高くなる。 

※「医療給付実態調査報告」（高齢労働省保険局）等より作成 

（医療費計） （医科診療費） 

（万円） 
（万円） 
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無職 

不明 

〈参考４〉市町村国保の世帯主の職業別構成割合の推移 

・自営業・農林水産業は昭和40年代には約６割であったが、近年15％程度で推移 
・年金生活者等無職者の割合が大幅に増加するとともに、被用者は約２割から約３割に増加 

（資料）厚生労働省保険局「国民健康保険実態調査」 
（注１）擬制世帯を含む。 
（注２）平成20年度以降は後期高齢者医療制度創設に伴い、無職の世帯割合が減少していることに留意が必要。 

% 
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(2008年度) 

H21年度 

(2009年度) 

H22年度 

(2010年度) 

H23年度 

(2011年度) 

H24年度 

(2012年度) 

H25年度 

(2013年度) 

H26年度 

(2014年度) 

H27年度 

(2015年度) 

所得なし 0円以上100万円未満 100万円以上200万円未満 200万円以上500万円未満 500万円以上 

〈参考５〉世帯の所得階層別割合の推移 

平成２７年度において、加入世帯の23.6％が所得なし、28.7％が0円以上100万円未満の世帯であり、低所得者世帯の割合は増加傾向にある。 
※「所得なし」世帯の収入は、給与収入世帯で65万円以下、年金収入世帯で120万円以下 

（注１）国民健康保険実態調査報告による。 
（注２）擬制世帯、所得不詳は除いて集計している。 
（注３）平成20年度以降は後期高齢者医療制度創設され、対象世帯が異なっていることに留意が必要。 
（注４）ここでいう所得とは「旧ただし書き方式」により算定された所得総額（基礎控除前）である。 
 

平成20年度 
後期高齢者医療制度創設 
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 （※1） 一定の傷害の状態にある旨の広域連合の認定を受けた者の割合である。 
 （※2） 市町村国保及び後期高齢者医療制度については、「総所得金額（収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除を差し引いたもの）及び山林所得金額」に「雑損失の繰越控除額」と「分離譲渡所得金額」を加えたものを年度平均加入者数で 
      除したもの。（市町村国保は「国民健康保険実態調査」、後期高齢者医療制度は「後期高齢者医療制度被保険者実態調査」のそれぞれの前年所得を使用している。） 
      協会けんぽ、組合健保、共済組合については、「標準報酬総額」から「給与所得控除に相当する額」を除いたものを、年度平均加入者数で除した参考値である。 
 （※3） 被保険者一人当たりの金額を表す。 
 （※4） 加入者一人当たり保険料額は、市町村国保・後期高齢者医療制度は現年分保険料調定額、被用者保険は決算における保険料額を基に推計。保険料額に介護分は含まない。   
 （※5） 保険料負担率は、加入者一人当たり平均保険料を加入者一人当たり平均所得で除した額。 
 （※6） 介護納付金及び特定健診・特定保健指導、保険料軽減分等に対する負担金・補助金は含まれていない。 
 （※7） 共済組合も補助対象となるが、平成23年度以降実績なし。 

  市町村国保   協会けんぽ   組合健保  共済組合  後期高齢者医療制度 

保険者数   
（平成27年3月末）  

１，７１６ １ １，４０９ ８５ ４７ 

加入者数   
（平成27年3月末）   

３,３０３万人  
（1,981万世帯）   

３,６３９万人 
被保険者2,090万人 
被扶養者1,549万人 

２,９１３万人 
被保険者1,564万人 
被扶養者1,349万人 

８８４万人  
被保険者449万人  
被扶養者434万人 

１,５７７万人 

加入者平均年齢  
（平成26年度）  

５１．５歳  ３６．７歳 ３４．４歳 ３３．２歳 ８２．３歳 

65～74歳の割合 
（平成26年度）  

３７．８％ ６．０％ ３．０％ １．５％ ２．４％（※1） 

加入者一人当たり医療費
（平成26年度）  

３３．３万円 １６．７万円 １４．９万円 １５．２万円 ９３．２万円 

加入者一人当たり  
平均所得（※2） 

（平成26年度） 

８６万円  
 

一世帯当たり  
１４４万円 

１４２万円 
 

一世帯当たり（※3） 
２４６万円 

２０７万円 
 

一世帯当たり（※3） 
３８４万円   

２３０万円  
 

一世帯当たり（※3）  
４５１万円 

８３万円 

加入者一人当たり  
平均保険料  

（平成26年度）（※4） 
<事業主負担込>  

８．５万円 
 

一世帯当たり  
１４．３万円  

１０．７万円 <21.5万円> 
 

被保険者一人当たり  
18.7万円 <37.3万円>  

１１.８万円 <26.0万円> 
 

被保険者一人当たり  
22.0万円 <46.3万円>  

１３．９万円<27.7万円> 
 

被保険者一人当たり  
27.2万円 <54.4万円> 

６．９万円 

保険料負担率（※5） ９．９％ ７．６％ ５．７％ ６．０％ ８．３％ 

公費負担  
給付費等の５０％ 
＋保険料軽減等  

給付費等の１６．４％ 
後期高齢者支援金等の 
負担が重い保険者等への

補助（※7） なし  

給付費等の約５０％ 
＋保険料軽減等  

 ７兆６,３６８億円 
(国４兆９,１３２億円) 

公費負担額（※6）   
（平成28年度予算ﾍﾞｰｽ） 

４兆３，３１９億円 
(国３兆９５８億円) 

１兆１，７８１億円 
(全額国費)   

３８１億円 
(全額国費)   

〈参考６〉各保険者の比較 

15 (※H28.9.15 経済・財政一体化推進委員会 第12回 社会保障ワーキンググループ会議資料より作成） 



財政安定化支援事業 

５０％ ５０％ 

○普通調整交付金（７％） 

 市町村間の財政力の不均衡
等（医療費、所得水準）を調整
するために交付。 

○特別調整交付金（２％） 

 画一的な測定方法によって、
措置できない特別の事情（災
害等）を考慮して交付。 

調整交付金（国） 

９％ 

３２％  

国調整交付金 

定率国庫負担 

市町村への地方財政措置：1,000億円 

高額な医療費（１件８０万円超）の発生 
による国保財政の急激な影響の緩和を 
図るため、市町村国保からの拠出金を 
財源に、都道府県単位で負担を共有 
 
 事業規模：3,390億円 
  ※国と都道府県は1/4ずつ負担 

高額医療費共同事業 

保険料 

 
低所得者の保険料軽減分を公費で 
支援 

（都道府県3/4、市町村1/4） 

県調整交付金 

９％ 

  保険財政共同   
安定化事業 

市町村国保間の保険料の平準化、財  
政の安定化を図るため、都道府県内の 
国保の医療費について、各国保からの 
拠出金を財源として、都道府県単位で 
費用負担を共有 

保険財政共同安定化事業 

前期高齢者交付金 

 国保・被用者保険の６５歳から
７４歳の前期高齢者の偏在に
よる保険者間の負担の不均衡
を、各保険者の加入者数に応
じて調整。 

 

前期高齢者 
交付金 

低所得者数に応じ、保険料額の一定 
割合を公費で支援 

（国1/2、都道府県1/4、市町村1/4） 

保険料軽減制度 

保険者支援制度 保険者支援制度 

保険料軽減制度 

高額医療費共同事業 

法定外一般会計繰入 

国庫負担等算定対象医療費 

調整交付金（県） 

○普通調整交付金（６％） 
○特別調整交付金（３％） 

〈参考７〉国保財政の現状（平成29年度予算ベース） 

被保険者の保険料負担の軽減等を図る 
ため、各保険者の判断により、一般会計 
から公費を繰入 

法定外一般会計繰入 

16 
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〈参考８〉一般会計からの決算補填等目的の法定外繰入（都道府県別状況：平成27年度） 

・法定外繰入を都道府県別に見ると、全体（3,039億円）の約３割（1,038億円）を東京都が占めている。 
・１～６位までの都道府県における繰入額は約2,200億円であり、全体の約７割を占めている。 

（億円） 

（出所）国民健康保険事業の実施状況報告 
（注１）東京都の決算補填等目的の繰入金のうち約６割（６４７億円）が特別区の繰入である。 
（注２）速報値である。 17 



Ⅲ 社会保障・税の一体改革 

18 



 

 

 

 

 
 
  
※社会保障制度改革推進法 

○４つの分野での改革 

・年金、医療、介護、少子化対策 

○社会保障制度改革国民会議での審議結果を踏まえて、１年以内に 
法制上の整備を行う。 

 

 
 
 
※国民会議の報告書（H25.8.6）〉 

○医療保険制度改革 

・財政基盤の安定化、保険料にかかる国民の負担に関する公平の確保 

⇒ 「国民健康保険の保険者の都道府県への移行」 

・医療給付の重点化・効率化 

・難病対策等の改革 

 

 

H24.2   「社会保障・税一体改革大綱」（閣議決定） 

H24.8   関連８法案成立（社会保障制度改革推進法 等） 

H24.11  社会保障制度改革国民会議（H25.8.6 取りまとめ） 

改革の流れ 

19 



 

 
 

 

〈国民健康保険の都道府県移行に関する内容〉 

・国の更なる財政基盤の強化を図り、国保の財政上の構造的な問題を解決 

・保険者を市町村から都道府県に移行 

・国保の財政運営は都道府県が担うこととしつつ、保険料の賦課徴収、保健事業 
など市町村が積極的な役割を担う。 

・都道府県以降に必要な法案を平成27年通常国会に提出 

 

 

 

H25.12.5   プログラム法成立 
（持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律） 

H27.5   「医療保険制度改革法」成立 
（持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改
正する法律） 
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消費税をはじめとする税制抜本改革で安定財源確保 

  社会保障の充実・安定化 
 

子ども・子育て対策、医療・介護、年金、 
就労促進、貧困・格差対策強化への対応 

＋ 
高齢化により毎年急増する 

現行の社会保障の安定化（安定財源確保） 

財政健全化目標の達成 
 

諸外国で最悪の財政状況から脱出 
「2015年に赤字半減、2020年に黒字化」 

日本発のマーケット危機を回避 

⇒消費税率を2015年10月に国・地方あわせて 
10％へと段階的に引上げ 

同時達成 

改革の目的 

・消費税を１０％に引き上げることにより生まれる財源等を活用、「社会保障の充実・安定化」と「財政健全化」を

同時に達成する。 

21 



Ⅳ 国民健康保険制度改革 

22 



１．年齢構成 

２．財政基盤 

３．財政の安定性・市町村格差 

国民健康保険が抱える課題と対応の方向性 

①年齢構成が高く、医療費水準が高い 

②所得水準が低い 
③保険料負担が重い 
④保険料（税）の収納率低下 
⑤一般会計繰入・繰上充用 

⑥財政運営が不安定になるリスクの高い 
小規模保険者の存在 

⑦市町村間の格差（H27年度） 

①国保に対する財政支援の充実 
 

②国保の運営について、財政支援の
拡充等により、国保の財政上の構造
的な問題を解決することとした上で、 

・財政運営をはじめとして都道府県
が担うことを基本としつつ、 

・保険料の賦課徴収、保健事業の
実施等に関する市町村の役割が
積極的に果たされるよう、都道府
県と市町村との適切な役割分担
について検討 

 

③低所得者に対する保険料軽減措置
の拡充 

23 



国民健康保険に対し、平成２６年度に実施した低所得者むけ保険料軽減措置の拡充（500億円）に加え 
毎年約3,400億円の財政支援の拡充等を以下の通り実施することにより、国保の抜本的な財政基盤の強化を図
る。 
 ※公費約3,400億円は、現在の国保の保険料総額（約3兆円）の１割を超える額 
 ※被保険者１人当たり、約１万円の財政改善効果 

〈平成２７年度から実施〉 
 ○低所得者対策強化のため、保険料軽減対象となる低所得者数に応じた自治体への財政支援 
  を拡充（約1,700億円） 

〈平成３０年度から実施〉（毎年約1,700億円） 
 ○財政調整機能の強化（財政調整交付金の実質的増額） 
 ○自治体の責めによらない要因による医療費増・負担への対応 
  （精神疾患・子供の被保険者数、非自発的失業者 等） 
 ○保険者努力支援制度・・・医療費の適正化に向けた取り組み等に対する支援 

（※H28年度から一部前倒しで実施） 
 ○財政リスクの分散・軽減方策（財政安定化基金の創設・高額医療費への対応等） 等 

○あわせて、医療費の適正化に向けた取組や保険料の収納率向上などの事業運営の改善を一層推進し、 
 財政基盤の強化を図る。 

国保制度改革の概要①（公費による財政支援の充実） 
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【現行】 市町村が個別に運営 
【改革後】 都道府県が財政運営責任を担う 

など中心的役割 

市町村 
都道府県 

・ 財政運営責任（提供体制と双方に責任発揮） 

・ 市町村ごとの納付金を決定 

市町村ごとの医療費水準、所得水準を考慮することが基本 

・ 市町村ごとの標準保険料率等の設定 

・ 市町村が行った保険給付の点検、事後調整 

・ 市町村が担う事務の標準化、効率化、 
 広域化を促進 

・ 資格管理（被保険者証等の発行） 

・ 保険料率の決定、賦課・徴収 

・ 保険給付 

・ 保健事業 

（構造的な課題） 

 ・年齢が高く医療費水準が高い 

 ・低所得者が多い 

 ・小規模保険者が多い 

都道府県が市町村ごとに決定した 
国保事業費納付金を市町村が納付 

・国の財政支援の拡充 
 

・都道府県が、国保の運営に
中心的役割を果たす 市町村 

市町村 

市町村 

市町村 

市町村 

国保運営方針 
(県内の統一的方針) 

給付費に必要な費用を、 
全額、市町村に支払う（交付金の交付） 

※被保険者証は都道府県名のもの 
※保険料率は市町村ごとに決定 
※事務の標準化、効率化、広域化を進める 

○平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の国

保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化 

・給付費に必要な費用は、全額、都道府県が市町村に交付 

・将来的な保険料負担の平準化を進めるため、都道府県は、市町村ごとの標準保険料率を提示（標準的な住民負担の見える化） 

・都道府県は、国保の運営方針を定め、市町村の事務の効率化・広域化等を推進 

○市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等、 
地域におけるきめ細かい事業を引き続き担う 

 なお、国の普通調整交付金については、 都道府県間の所得水準を 
調整する役割を担うよう適切に見直す 

○ 詳細については、引き続き、地方との協議を進める 

国保制度改革の概要②（運営のあり方の見直し） 
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改革の方向性 

１． 
運営の在り方 

 (総論) 

○ 都道府県が、当該都道府県内の市町村とともに、国保の運営を担う 

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営の
確保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化 

○ 都道府県が、都道府県内の統一的な運営方針としての国保運営方針を示し、   
市町村が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進 

都道府県の主な役割 市町村の主な役割 

２． 
財政運営 
 

財政運営の責任主体 
・市町村ごとの国保事業費納付金を決定 
・財政安定化基金の設置・運営 

・国保事業費納付金を都道府県に納
付 

３． 
資格管理 

国保運営方針に基づき、事務の効率化、 標
準化、広域化を推進 

※４．と５．も同様 

･ 地域住民と身近な関係の中、 
  資格を管理(被保険者証等の発行) 

４． 
保険料の決定 
賦課・徴収 

標準的な算定方法等により、市町村ごとの標
準保険料率を算定・公表 

・ 標準保険料率等を参考に保険料率を
決定 

・ 個々の事情に応じた賦課･徴収 

５． 
保険給付 

・給付に必要な費用を、全額、 
市町村に対して支払い 

・市町村が行った保険給付の点検 

･ 保険給付の決定 
･ 個々の事情に応じた窓口負担減免
等 

６． 
保健事業 

市町村に対し、必要な助言･支援 
・ 被保険者の特性に応じたきめ細かい
保健事業を実施  

 （データヘルス事業等） 

国保制度改革の概要③（都道府県と市町村のそれぞれの役割） 
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○国は、定率国庫負担等を行うことで、国保財政全体に対し一律の財政支援を行うと同時に、全国レベルで調整すべ
き、都道府県間の所得水準の調整、全国レベルで調整すべき都道府県・市町村の特別な事情等を考慮して調整交付
金を配分する。 

○都道府県、市町村の医療費適正化等に向けたインセンティブとして支援金を交付する。 

＜国の役割＞ 

○都道府県は、都道府県内市町村の医療給付、後期高齢者支援金、介護納付金等を支払い、その財源として国や都道
府県一般会計からの公費や市町村から集める納付金を充てる。 

○市町村間の医療費水準や所得水準を調整し、市町村ごとの納付金を配分する。また、納付金を納めるために必要な
標準保険料率を示す。 

○国保の財政運営の責任主体として、一般会計から定率の繰入を実施し、都道府県の国保財政全体の安定化を図ると
ともに、都道府県内で調整すべき各市町村の特別な事情（納付金の算定方法変更等に伴う保険料の急激な変化等）
を調整するため、一般会計から繰入れ、市町村に交付金を配分する。 

○財政安定化基金を設置し、予期せぬ給付増や保険料収納不足に対し、貸付及び交付を行うことで、当該都道府県内
の国保財政を安定化させる。 

＜都道府県の役割＞ 

＜市町村の役割＞ 

○市町村は都道府県が定めた納付金を納めるため、都道府県に示された標準保険料率を参考にして、条例において国
保の保険料率を決定し、賦課・徴収を行う。 

○地域住民と身近な関係のもと、資格管理、保険給付、保健事業等、地域におけるきめ細かい事業を引き続き実施す
る。 

※その他、従来から実施している国保財政安定化のための公費支援（高額医療費、保険者支援、保険料軽減等）を引き続き
実施 

国保制度改革の概要④（国保財政における国・県・市町村の役割） 
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支出 

① 保険給付に必要な費用
を、全額、市町村へ交付 

②災害等による保険料の減
免額等が多額であること
や、市町村における保健事
業を支援するなど、市町村

に特別な事情がある場合
に、その事情を考慮して交
付 

 

支出 

 

 

保険料 保険給付費 

 

支出 

 

 

保険料 保険給付費 

納付金 交付金 

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村ごとの国保事業費納付金の額の決定や、保険給付に必要な費用を、
全額、市町村に対して支払う（保険給付費等交付金の交付）ことにより、国保財政の「入り」と「出」を管理する。 

 ※ 都道府県にも国保特別会計を設置 

○ 市町村は、都道府県が市町村ごとに決定した納付金を都道府県に納付する。 
※ 納付金の額は、市町村ごとの医療費水準と所得水準を考慮 

都道府県の国保特別会計 

市町村の 

国保特別会計 

市町村の 

国保特別会計 Ａ市 

現行 改革後 

公費 

・定率国庫負担 
・保険料軽減 等 

収入 
公費 

 保険料軽減 等 

公費 

収入 定率国庫負担 等 

収入 

国保制度改革の概要⑤（国保財政の仕組み）（イメージ） 
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A市が 

納める納付金 

Ｂ町が 

納める納付金 

都 道 府 県 

A市の 

保険料率 

B町の 

保険料率 

市 町 村 

保
険
料
収
納
必
要
額 

 

医 

療 

給 

付 

費 

等 

公 

費 

等 

＜ 県の標準設定のイメージ＞ 

○ 標準的な算定方式は 
 ３方式（所得割、均等割、世帯割） 

○ 標準的な収納率は、 
   市町村規模別に、右表の 
    とおりとする。 

○ 都道府県は、 
・ 医療給付費等の見込みを立て、市町村ごとの国保事業費納付金（※）の額を決定（①） 

※ 市町村ごとの医療費水準、所得水準を考慮 

・ 都道府県が設定する標準的な算定方式等に基づいて市町村ごとの標準保険料率を算定･公表（②) 

○ 市町村は、都道府県の示す標準保険料率等を参考に、それぞれの保険料算定方式や予定収納率に基づき、 
それぞれの保険料率を定め、保険料を賦課･徴収し、納付金を納める。（③） 

被保険者数 標準的な収納率 

１万人未満 ９４％ 

１万人～５万人未満 ９２％ 

５万人～１０万人未満 ９０％ 

１０万人以上 ８８％ 

Ａ市：１０万人  

(標準的な収納率 88％) 

Ｂ町： １万人 

(標準的な収納率 92％) 

○ ２方式（所得割、均等割） 

○ 予定収納率：90％ 

○ ３方式（所得割、均等割、均等割） 

○ 予定収納率：94％ 

○ 都道府県が定めた標準的な保険料算定方

式等を参考に、実際の算定方式や保険料

率を定め、保険料を賦課、徴収 

① 

② 

③ 

A市の 

標準保険料率 

（例） 

Ｂ町の 

標準保険料率 

② 

※ 市町村は、都道府県が設定する標準的な収納
率よりも高い収納率をあげれば、「標準保険料
率」よりも安い保険料率を設定できる。（収納イン
センティブの確保） 

① 

国保制度改革の概要⑥（保険料の賦課・徴収の仕組み）（イメージ） 
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一般会計 

・都道府県繰入9％相当分 
・高額医療費負担金1/4相当分 
・特定健診1/3 

支払基金 

被保険者 

国 

・定率国庫負担32％ 
・調整交付金（国）9％ 
・保険者努力支援分 

・高額医療費負担金1/4相当分 
・特定健診1/3 

都道府県 

一般会計 

・保険給付費等交付金 
 （普通給付分） 

・事業費納付金 
   【医療・後期・介護】 

・保険基盤安定繰入金（法定軽減分） 
・保険基盤安定繰入金（保険者支援制度分） 
⇒国・都道府県負担分も含めて全額繰入れ 

市町村 

一般会計 
国保特別会計 

国保特別会計 

国保連 

医療機関 

・前期高齢者 
  交付金 
・療養給付費 
 等交付金 

・後期高齢者  
   支援金等 
・介護納付金 

保険料 
【医療・後期・介護】 

保険給付費 

保険給付費 

現金給付 

現物給付 

・保険給付費等交付金 
   （特別給付分） 
保険者努力支援相当分 
市町村向け特別調整 
    交付金等相当分 
特定健診2/3 

・保険基盤安定繰入金（法定軽減分）3/4 
・保険基盤安定繰入金（保険者支援制度分）1/4 

支払の簡素化 

・保険基盤安定繰入金（保険者支援制度分）1/2 

国保制度改革の概要⑦（国保財政の基本的な枠組み） 
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